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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第80期
第２四半期
連結累計期間

第81期
第２四半期
連結累計期間

第80期

会計期間
自　平成26年10月１日
至　平成27年３月31日

自　平成27年10月１日
至　平成28年３月31日

自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日

売上高 （百万円） 14,817 14,870 35,178

経常利益 （百万円） 76 61 946

親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）又は親会社株主に帰属する当

期純利益

（百万円） △114 △60 647

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 144 △106 610

純資産額 （百万円） 13,916 14,080 14,383

総資産額 （百万円） 34,276 34,542 34,449

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は当期純利益金額
（円） △2.34 △1.23 13.20

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 40.6 40.8 41.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △406 107 698

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △518 △1,022 △917

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 275 279 △311

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 2,153 1,575 2,230

 

回次
第80期
第２四半期
連結会計期間

第81期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日

自　平成28年１月１日
至　平成28年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 4.04 6.05

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第80期第２四半期及び第81期第２四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当

たり四半期純損失金額が計上されており、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。第80期の潜

在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期純損失又は当期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純損失又は親会社株主に帰

属する当期純利益」としております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社（以下、当社グループという。）が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における国内経済は、政府や日銀の継続的な各種政策の効果などにより、設備投資の

持ち直しや、雇用情勢に改善がみられ、全体として緩やかな回復基調で推移いたしました。一方、海外経済におき

ましては、米国は回復傾向が続き、欧州も緩やかに回復しておりますが、アジアでは中国を中心に経済成長の減速

が続いており、世界経済全体では、先行き不透明な状況で推移し、国内においても、円高・株安の傾向で推移いた

しました。

　このような状況のもと、当社グループは、国内におきましては、地域に密着した積極的な営業活動を展開するこ

とにより販売の拡大に努めてまいりました。一方、海外におきましては、現地の販売会社、駐在事務所を中心に、

新たな海外販路の開拓と販売の拡大に取り組んでまいりました。

　これらの結果、国内では、前連結累計期間の米価下落からの回復傾向による設備投資意欲の回復や、各種政策の

効果などにより、国内売上高は11,466百万円（前年同四半期比3.9％増）となりました。一方、海外におきまして

は、北米向けが減少したことなどにより海外売上高は3,403百万円（前年同四半期比10.1％減）となり、当第２四

半期連結累計期間の売上高合計は14,870百万円（前年同四半期比0.4％増）となりました。

　利益面では、売上高の増加などにより売上総利益が増加したため、営業利益は179百万円（前年同四半期比

69.5％増）となりました。経常利益は、円高に伴う為替差損の計上などにより61百万円（前年同四半期比19.1％

減）、親会社株主に帰属する四半期純損失は60百万円（前年同四半期は114百万円の損失）となりました。

 

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①　農林業用機械

　国内におきましては、米価下落からの回復傾向による設備投資意欲の回復、各種政策の効果や、積極的な営業

活動を展開したことなどにより、高性能防除機が増加いたしました。また、海外におきましても、刈払機などの

林業機械が増加した結果、国内外の農林業用機械の売上高合計は11,146百万円（前年同四半期比6.2％増）、営

業利益は244百万円（前年同四半期比62.3％増）となりました。

②　工業用機械

　国内におきましては、工業用ポンプなどが増加しましたが、海外におきましては、北米向けの工業用ポンプが

減少した結果、国内外の工業用機械の売上高合計は2,349百万円（前年同四半期比12.2％減）、営業利益は496百

万円（前年同四半期比13.3％減）となりました。

③　その他の機械

　消防機械を主なものとする、その他の機械の売上高は1,269百万円（前年同四半期比17.5％減）、営業利益は

71百万円（前年同四半期は22百万円の損失）となりました。

④　不動産賃貸他

　不動産賃貸他の売上高は263百万円（前年同四半期比1.1％減）、営業利益は130百万円（前年同四半期比7.5％

減）となりました。
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(2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における資産総額は34,542百万円となり、前連結会計年度末より92百万円増加いた

しました。これは、現金及び預金の減少（655百万円）、受取手形及び売掛金の減少（1,557百万円）はありました

が、たな卸資産の増加（2,461百万円）などによるものであります。

　負債総額は20,461百万円となり、前連結会計年度末より395百万円増加いたしました。これは、流動負債のその

他に含まれる未払金の減少（701百万円）はありましたが、電子記録債務の増加（433百万円）、短期借入金の増加

（790百万円）などによるものであります。

　純資産の合計は14,080百万円となり、前連結会計年度末より302百万円減少いたしました。これは、親会社株主

に帰属する四半期純損失を計上したことなどにより利益剰余金が減少（256百万円）したことなどによるものであ

ります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の減少及び仕入

債務の増加はありましたが、たな卸資産の増加、有形固定資産の取得による支出などにより、前連結会計年度末と

比べ655百万円減少し、1,575百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果、得られた資金は107百万円（前年同四半期比513百万円増）

となりました。これは、前年同四半期に比べ仕入債務の増加額の減少はありましたが、売上債権の減少などによる

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果、使用した資金は1,022百万円（前年同四半期比503百万円

増）となりました。これは、前年同四半期に比べ有形固定資産の取得による支出が増加したことなどによるもので

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果、得られた資金は279百万円（前年同四半期比３百万円増）

となりました。これは、前年同四半期に比べ長期借入れによる収入は減少しましたが、短期借入金が増加したこと

などによるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費は537百万円であります。なお、研究開発活

動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 139,061,000

計 139,061,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成28年５月16日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 50,293,328 50,293,328
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は1,000株

であります。

計 50,293,328 50,293,328 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年１月１日～

平成28年３月31日
－ 50,293 － 4,651 － 1,225

 

EDINET提出書類

株式会社丸山製作所(E01568)

四半期報告書

 5/20



（６）【大株主の状況】

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 2,100 4.18

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号 2,052 4.08

株式会社千葉興業銀行 千葉県千葉市美浜区幸町二丁目１番２号 1,625 3.23

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 1,400 2.78

クレデイ　スイス　ルクセンブルグ　エスエー

カスタマー　アセッツ　ファンズ　ユーシッツ

（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

56,ＧＲＡＮＤ ＲＵＥ Ｌ－１６６０

ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

1,398 2.78

丸山製作所取引先持株会 東京都千代田区内神田三丁目４番15号 1,301 2.59

株式会社クボタ 大阪府大阪市浪速区敷津東一丁目２番47号 954 1.90

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 907 1.80

丸山製作所従業員持株会 東京都千代田区内神田三丁目４番15号 825 1.64

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 767 1.53

計 － 13,331 26.51

（注）１　上記のほか当社所有の自己株式1,203千株（2.39％）があります。

２　当社が平成23年８月９日開催の取締役会において、「株式給付信託（J－ESOP）」を導入することを決議

し、平成23年９月２日から平成23年９月７日にかけて、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が

当社株式524千株を取得しております。なお、平成28年３月31日現在において信託Ｅ口が所有する当社株式

515千株を自己株式数に含めて記載しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,203,000
515 －

完全議決権株式（その他） 普通株式 48,931,000 48,931 －

単元未満株式 普通株式　　159,328 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 50,293,328 － －

総株主の議決権 － 49,446 －

（注）１　「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には当社所有の自己株式が688,000株、資産管理サービス信託銀行

株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式が515,000株（議決権515個）含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権５個）

含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社丸山製作所

東京都千代田区内神田

三丁目４番15号
688,000 515,000 1,203,000 2.39

計 － 688,000 515,000 1,203,000 2.39

（注）　他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「株式給付信託（J-ESOP）」制度の

信託財産として拠出

資産管理サービス信託銀行

株式会社（信託Ｅ口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年１月１日から平

成28年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年10月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,681 2,026

受取手形及び売掛金 11,013 9,455

商品及び製品 5,715 7,479

仕掛品 328 438

原材料及び貯蔵品 1,810 2,398

その他 843 791

貸倒引当金 △21 △42

流動資産合計 22,371 22,547

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,461 3,344

土地 2,257 2,255

その他（純額） 2,357 2,419

有形固定資産合計 8,076 8,019

無形固定資産 484 546

投資その他の資産   

投資有価証券 2,920 2,860

その他 629 610

貸倒引当金 △33 △43

投資その他の資産合計 3,517 3,427

固定資産合計 12,078 11,994

資産合計 34,449 34,542
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,748 3,131

電子記録債務 5,607 6,040

短期借入金 793 1,584

1年内償還予定の社債 102 102

未払法人税等 91 132

賞与引当金 609 581

その他 1,702 888

流動負債合計 11,655 12,461

固定負債   

社債 404 353

長期借入金 5,473 5,229

退職給付に係る負債 2,161 2,054

その他 372 362

固定負債合計 8,411 7,999

負債合計 20,066 20,461

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,651 4,651

資本剰余金 4,525 4,525

利益剰余金 4,660 4,403

自己株式 △228 △227

株主資本合計 13,609 13,352

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 885 838

繰延ヘッジ損益 0 △0

為替換算調整勘定 62 34

退職給付に係る調整累計額 △174 △145

その他の包括利益累計額合計 774 727

純資産合計 14,383 14,080

負債純資産合計 34,449 34,542
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 14,817 14,870

売上原価 10,852 10,829

売上総利益 3,964 4,040

販売費及び一般管理費 ※１ 3,858 ※１ 3,860

営業利益 105 179

営業外収益   

受取利息 10 0

受取配当金 23 30

その他 134 16

営業外収益合計 168 47

営業外費用   

支払利息 57 58

持分法による投資損失 15 10

為替差損 － 60

退職給付費用 80 －

その他 44 36

営業外費用合計 197 165

経常利益 76 61

特別利益   

固定資産売却益 1 0

特別利益合計 1 0

特別損失   

固定資産処分損 14 64

投資有価証券評価損 33 －

その他 2 －

特別損失合計 50 64

税金等調整前四半期純利益又は

税金等調整前四半期純損失（△）
28 △2

法人税等 143 58

四半期純損失（△） △114 △60

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △114 △60
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年３月31日)

四半期純損失（△） △114 △60

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 218 △46

繰延ヘッジ損益 － △0

為替換算調整勘定 36 △26

退職給付に係る調整額 0 29

持分法適用会社に対する持分相当額 3 △1

その他の包括利益合計 259 △46

四半期包括利益 144 △106

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 144 △106
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は

税金等調整前四半期純損失（△）
28 △2

減価償却費 371 414

貸倒引当金の増減額（△は減少） 23 31

賞与引当金の増減額（△は減少） △24 △28

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △71 △58

受取利息及び受取配当金 △33 △31

支払利息 57 58

持分法による投資損益（△は益） 15 10

投資有価証券評価損益（△は益） 33 －

売上債権の増減額（△は増加） 305 1,478

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,211 △2,492

仕入債務の増減額（△は減少） 1,604 678

その他 △385 150

小計 △285 210

利息及び配当金の受取額 33 31

利息の支払額 △59 △57

法人税等の支払額 △94 △77

営業活動によるキャッシュ・フロー △406 107

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △470 △830

有形固定資産の売却による収入 103 1

投資有価証券の取得による支出 △0 △50

関係会社株式の取得による支出 △3 －

貸付けによる支出 △54 －

その他 △93 △142

投資活動によるキャッシュ・フロー △518 △1,022

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △114 517

長期借入れによる収入 1,000 400

長期借入金の返済による支出 △335 △365

社債の償還による支出 △51 △51

リース債務の返済による支出 △27 △26

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 － 0

配当金の支払額 △196 △196

財務活動によるキャッシュ・フロー 275 279

現金及び現金同等物に係る換算差額 41 △18

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △607 △655

現金及び現金同等物の期首残高 2,760 2,230

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,153 ※ 1,575
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結

財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載する方法に変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　また、見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用しております。

 

（追加情報）

（法人税率の変更等による影響）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以降に開始する連結会計年度から法

人税率等が変更されることとなりました。

　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に利用する法定実効税率は、平成28年10月１日に開始する

連結会計年度及び平成29年10月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については従来の

32.26％から30.86％に、平成30年10月１日以降に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等について

は32.26％から30.62％に変動いたします。

この法定実効税率の変動により、当第２四半期連結会計期間末の一時差異等を基礎として再計算した場合、

繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が、29百万円減少し、法人税等が49百万円増加して

おります。
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（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

(1）取引の概要

　当社は当社及びグループ会社従業員のうち、一定の要件を満たす者に対する報酬の一部として当社株式を給付

することにより、報酬と当社の株価や業績との連動性をより強め、従業員が株主の皆様と株価上昇による経済的

な利益を共有することにより従業員の株価への意識や労働意欲を高め、ひいては中長期にみて当社グループの企

業価値を高めることを目的として、「株式給付信託（J-ESOP）」（以下「本制度」という。）を導入しておりま

す。

　本制度は、あらかじめ定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社及びグループ会社の従業員

（管理職員）に対し当社株式を給付する仕組みです。

　当社及びグループ会社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、当該従業員の退職時に累

積した付与ポイントに相当する当社株式を給付します。退職者等に対し給付する当社株式については、あらかじ

め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理いたします。

　本制度の導入により、従業員の勤労意欲や株価への関心が高まるほか、優秀な人材の確保にも寄与することが

期待されます。

(2）信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成

27年３月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

(3）信託が保有する自社の株式に関する事項

　①信託における帳簿価額は前連結会計年度91百万円、当第２四半期連結会計期間90百万円であります。信託が

保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。

　②期末株式数は、前連結会計年度517,000株、当第２四半期連結会計期間515,000株であり、期中平均株式数

は、前第２四半期連結累計期間521,000株、当第２四半期連結累計期間515,286株であります。期中平均株式

数は、１株当たり情報の算定上、控除する自己株式に含めております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年10月１日
　　至　平成27年３月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年10月１日
　　至　平成28年３月31日）

賞与引当金繰入額 335百万円 325百万円

退職給付費用 38 111

貸倒引当金繰入額 23 32

従業員給与及び手当 1,147 1,153

 

２　売上高の季節的変動

　前第２四半期連結累計期間（自平成26年10月１日　至平成27年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自平成27年10月１日　至平成28年３月31日）

　当社グループの主力事業である農林業用機械の販売は、当用期である下半期に売上高が集中する傾向が強

くみられるため、第１四半期連結会計期間の売上高が、他の四半期連結会計期間に比べ低くなり、第１四半

期連結会計期間と他の四半期連結会計期間の業績に季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年10月１日
至　平成27年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年10月１日
至　平成28年３月31日）

現金及び預金 2,622百万円 2,026百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △468 △450

現金及び現金同等物 2,153 1,575
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成26年10月１日　至平成27年３月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月18日

定時株主総会
普通株式 198 4 平成26年９月30日 平成26年12月19日 利益剰余金

（注）　「配当金の総額」には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が、基準日現在に所有する当

社株式521,000株に対する配当金２百万円を含んでおります。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成27年10月１日　至平成28年３月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年12月17日

定時株主総会
普通株式 198 4 平成27年９月30日 平成27年12月18日 利益剰余金

（注）　「配当金の総額」には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が、基準日現在に所有する当

社株式517,000株に対する配当金２百万円を含んでおります。

 

EDINET提出書類

株式会社丸山製作所(E01568)

四半期報告書

16/20



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成26年10月１日　至平成27年３月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
農林業用
機械

工業用
機械

その他の
機械

不動産
賃貸他

計

売上高        

外部顧客への売上高 10,498 2,674 1,538 105 14,817 － 14,817

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － 160 160 △160 －

計 10,498 2,674 1,538 266 14,978 △160 14,817

セグメント利益又は損失（△） 150 572 △22 141 842 △736 105

（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成27年10月１日　至平成28年３月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
農林業用
機械

工業用
機械

その他の
機械

不動産
賃貸他

計

売上高        

外部顧客への売上高 11,146 2,349 1,269 104 14,870 － 14,870

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － 158 158 △158 －

計 11,146 2,349 1,269 263 15,028 △158 14,870

セグメント利益 244 496 71 130 943 △763 179

（注）１　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年10月１日
至　平成27年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年10月１日
至　平成28年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 ２円34銭 １円23銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（百万円）
114 60

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（百万円）
114 60

普通株式の期中平均株式数（株） 49,085,254 49,090,239

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額が計上されており、

また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　「１株当たり四半期純損失金額」を算定するための普通株式の期中平均自己株式数については、資産管理

サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式を含めております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年５月13日

株式会社丸山製作所

取締役会　御中

 

監査法人　大手門会計事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 植　　木　　暢　　茂　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 武　　川　　博　　一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社丸山製

作所の平成27年10月１日から平成28年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年１月１日から平

成28年３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年10月１日から平成28年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸山製作所及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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